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第Ⅰ部 中央政府決定型 


























































































































表 1 中央政府の教員数決定への関与の在り方 




























































































表 2 教員数算定のタイプ 
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45,000 ユーロ，勤続 15 年で 55,000 ユーロ，退職時点で 60,000 ユーロと見込まれる。1 ユーロ










・ノルトライン・ヴェストファーレン州学校法 第 93 条第 2 項 
・学校法第 93 条第 2 項の施行に関する省令 
・同上に関する行政規則 
 
 「教員一人当たり生徒数」は表 1 のように規定されている（「学校法第 93 条第 2 項の施行に関
する政令」2015 年 1 月 23 日現在）。この数値は予算を勘案し，財務省の同意を得て，文部省が
毎年決定するとされている。これを見る限りでは，ここ２年間においては，基礎学校（小学校 1
年生から 4 年生に相当）について数値の改善が進んでいると言うことができる。 
 
表 1 教員一人当たり生徒数の変化 
学校種 2012 2013 2014改正値 
基礎学校 23.42 22.93 22.44 
基幹学校 17.86 17.86 17.86 
実科学校 20.94 20.94 20.94 
中等教育学校*1 16.27 16.27 16.27 
ギムナジウム I（前期） 19.88 19.88 19.88 
総合制学校 I（前期） 19.32 19.32 19.32 
ギムナジウム II（上級段階） 13.41 12.70 12.70 
総合制学校 II（上級段階） 13.19 12.70 12.70 
*1 基幹学校と実科学校を統合したタイプの比較的新しい中等教育機関。 
 
学年暦上の基準日（10 月 15 日）の時点で 300 人の児童が通う基礎学校（4 年制）の場合， 
 
300÷22.93 =13.083 < 14 
 









ィケーター2011 はドイツ全体のクラスサイズの平均として，初等教育段階で 21.2 人，前期中等
教育段階で 24.6 人という数値を挙げている。ただし授業ごとに学習集団の編成を変えることも
珍しくない。 
 学級編制の基準は州ごとに異なっており，表 2 のようになっている。 
 
表 2 学級編制に関する規定（2014/15年版，2014年 8月時点） 
州名 基礎学校 中等学校*1 ギムナジウム  
バーデン・ヴュルテン
ベルク 
16-28 16-30 16-30  
バイエルン 13-28 33 33  
ベルリン 24 29 30-32  
ブランデンブルク 15-28 20-28 20-28  
ブレーメン 22-24 20-25 23-30  
ハンブルク 17-23 21-29 26-30 
学校所在地区ごと
に細かく規定あり 
ヘッセン 13-25 14-27 16-30  
メクレンブルク・フォ
アポンメルン 
20 22 44 
原則は各学校の裁
量でクラス編制 
ニーダーザクセン 26 28 30  
ノルトライン・ヴェス
トファーレン 
15−29 (23) 20−30 (24) 26-30 (28)  
ラインラント・プファ
ルツ 
24 30 30  
ザールラント 29 29 29 
基礎学校非ドイツ
語生徒 4 人で 25 
ザクセン 15-28 20-28 20-28  
ザクセン・アンハルト 22  20-29 25-29  
シュレスヴィヒ・ホル
シュタイン 
欠 29 29  
テューリンゲン 担当時間数の範囲内で各学校の裁量  
*1 中等学校については簡略化し，一例を挙げるにとどめた。 
出所 Quelle: Sekretariat der KMK, Vorgaben für die Klassenbildung Schuljahr 2013/2014 Stand: August 
2013 
 
 再びノルトライン・ヴェストファーレン州を例にとる。前掲と同じく児童数 300 人の基礎学校
15 
 
（4 年制）の例で，各学年 75 人の児童がいるとすると，学級編制の基準の標準値 23 を適用すれ
ば， 
 
75÷23 = 3.2608… < 4 
 
 したがって各学年 4 クラス，4 学年で 16 クラスとなり，標準的に割り当てられる基礎定数 14
人では各クラスに担任を配当することができない。学級編制の基準の上限に近い 25 人程度で各


























































Albert-Schweitzer 5.13 - 5.13 5.63 5.09 
Anne-Frank 9.44 2.22 12.66 12.76 14.93 
Nikolaus-Groß-
Schule 
14.5 0.4 14.85 14.85 18.14 




17.45 6.55 23.99 24.99 23.43 
Am Krumpaul 16.95 3.55 20.49 21.19 22.46 
実科学校 
Am Krumpaul 25.68 0.5 26.18 26.18 24.64 
Humboldtstr. 21.58 0.51 22.09 24.79 25.63 
ギムナジ
ウム 
Burg 40.3 - 40.3 41.3 38.96 
Anne-Frank 45.48 0.99 46.47 47.77 48.26 
Friedrich-Leopold-
Woeste 































員組合 GEW の委託を受けて，あるシンクタンクがドイツ全 16 州の教員配置の動向について分
析した報告書における分析の方法を挙げておく。検討の対象とされた数値は次の 7 項目である。
A 生徒数，B 教員数（パートタイム勤務の教員数はフルタイム勤務に換算），C 教員一人当たり生
徒数，D 実際に実施された総授業時数，E 時間割上の週当たり授業数，F 教員一人当たり週授業








































































フランスの初等中等教育は，5 年制の小学校（école élémentaire），4 年制の中学校
（collège），3 年制の高校（lycée），2～3 年制の職業高校（lycée professionnel）において行













えば，2014 年度予算を定めた「2014 年度予算に関する 2013 年 12 月 29 日法律第 2013-1278 号
（LOI no 2013-1278 du 29 décembre 2013 de finances pour 2014）」を見ると，次のようである。 
第 65 条において，国家公務員全体の雇用上限枠が，フルタイム換算（ETPT）で 1,906,424 人
と定められている。そのうち，初等中等教育（幼稚園から高校まで）を所管する国民教育省




歳出予算は，34 の「ミッション（mission）」とその下位区分である合計約 130 の「プログラム
（programme）」によって目的別に編成されている。政府が国会に年次予算法案を提出する際に






opérationnel de programme, BOP）」として中央省庁内や地方出先機関（地域圏レベルと県レベ
ル）に配分される。BOP は，多くの場合，中央省庁内や地方出先機関内に置かれる複数の「実施







図 1 プログラム実施と予算 
 
出所  Ministère de l’économie, des finances et de l’industrie, Guide pratique de la déclinaison des 













は，ETPT フルタイム換算で 450,149 人である。これは，前年 2013 年度の 446,636 人から 3,513
人の増加となっている。 
増加の内訳を詳細に見ると，表 1 のようになる。 
「移管措置（mesures de périmètre）」とは，各大学区からの希望によりほかのプログラムに移
管することであり，2014 年度の場合は，管理職員一人がプログラム「公立初等教育」に，事務職





























初等教育教員 10,499   12  0  10,511  
中等教育教員 375,797   -78  -556  375,163  
試補教員 3,273    +4,071  7,344  
補助職員 10,259   -6  0  10,253  
管理職員 16,454  -1  26  0  16,479  
事務職員 30,354  -27  5  +67  30,399  
合計 446,636  -28  -41  +3,582  450,149  
 
3,582 人の純増の理由は，2013 年度に実施された教員養成改革によって説明されている。ETPT
フルタイム換算で 3,582 人の増加は，1 年間のうちの勤務月数を考慮しない ETP フルタイム換算





2014 年度の雇用上限枠 450,149 人は，更にプログラム「公立中等教育」に属する 13 のアクシ
ョンに表 2 のように配分されている。 
 
表 2 公立中等教育のアクション別教職員 
アクションの番号と名称 ETPT換算 
01 中学校教育（Enseignement en collège） 161,510  
02 普通・技術科高校教育（Enseignement général et technologique en lycée） 97,442  
03 職業高校教育（Enseignement professionnel sous statut scolaire） 60,556  
04 見習訓練（Apprentissage） 80  
05 高校におけるバカロレア後の教育（Enseignement post-baccalaureat en lycée） 24,874  
06 特別ニーズ教育（Besoins éducatifs particuliers） 19,954  
07 就職支援（Aide à l'insertion professionnelle） 725  
08 情報提供及び進路指導（Information et orientation) 5,247  
09 成人教育（Formation continue des adultes et validation des acquis de l'expérience） 1,266  
10 教職員養成（Formation des personnels enseignants et d'orientation） 9,583  
11 代替（Remplacement） 18,935  
12 調査研究・行政・管理（Pilotage, administration et encadrement pédagogique） 48,527  
13 その他（Personnels en situations diverses） 1,450  






2014 年度のプログラム「公立中等教育」に含まれる上記 450,149 人の教職員の人件費総額は，
301 億 6664 万 1190 ユーロと見積もられている。これを含む，同プログラムの予算総額は，304
億 9162 万 3943 ユーロであり，そのアクション別・費目別の内訳は，表 3 のようになっている
(6)。 
 
表 3 公立中等教育のアクション別・費目別の予算 
    人件費 経常経費 介入的経費 2014年度合計 




6,840,466,157  1,920,109  17,318,348  6,859,704,614  
03 職業高校教育 4,161,661,088  877,296  10,810,599  4,173,348,983  




2,005,328,710  352,123  1,419,941  2,007,100,774  
06 特別ニーズ教育 1,153,668,023   5,710,419  1,159,378,442  




302,007,336  1,132,315   303,139,651  
09 成人教育 114,762,788   2,703,082  117,465,870  
10 教職員養成 296,187,256  25,987,788   322,175,044  
11 代替 1,389,233,745    1,389,233,745  
12 調査研究・行政・管理 3,146,916,439  5,803,116   3,152,719,555  
13 その他 54,361,319      54,361,319  


























































（ÉCLAIRE プログラムと RRS プログラム）の対象校に対する DHG の加算や，ラテン語・
ギリシャ語・職業体験といった選択授業に応じた加算などが行われる。 
DHG には，「常勤教員担当時数（Heures Postes, HP）」と「不足分追加時数（Heures 
25 
 
Supplementaires Année, HSA）」が含まれている。HP は，各校の常勤教員数の計算のベース
となるものである。HSA は，常勤教員の授業担当時数で足りない分を補うための DHG 追加
配当である。例えば，ESEN のウェブサイトには，管理職候補者の練習用に架空の中学校のケ
ースが示されているが，そこでは生徒数 600 人に対して 841.5 時間の DHG が割り当てられ






































初等教育教員 314,109   -3 -4 +464  314,566  
中等教育教員 238     0  238  
試補教員 2,340     +3,576  5,916  
管理職員 1,527     4  0  1,531  
事務職員 296   -159   0  137 
合計 318,510   -162  0  +4,040  322,388  
 
2014 年度の雇用上限枠 32 万 2338 人は，更にプログラム「公立初等教育」に属する 7 のアク










表 5 公立初等教育のアクション別教職員数 
アクションの番号と名称 ETPT換算 
01 小学校前教育（Enseignement pré-élémentaire） 85,725  
02 小学校教育（Enseignement élémentaire） 163,006 
03 特別ニーズ教育（Besoins éducatifs particuliers） 23,715 
04 教員養成（Formation des personnels enseignants et d'orientation） 10,289  
05 代替（Remplacement） 24,651 
06 調査研究・行政・管理（Pilotage et encadrement pédagogique） 13,872 
07 その他（Personnels en situations diverses） 1,130 
合計 322,388  
 
2014 年度のプログラム「公立初等教育」に含まれる上記 322,388 人の教員の人件費の総額は，
192 億 3847 万 8624 ユーロであり，そのアクション別・費目別の内訳は，表 6 のとおりである。 
 
表 6 公立初等教育のアクション別・費目別の予算 
    人件費 その他の経費 2014年度合計 
01 小学校前教育 4,931,454,282  347,507  4,931,801,789 
02 小学校教育 9,415,983,583 9,921,809 9,425,905,392 
03 特別ニーズ教育 1,728,491,915  3,434,161  1,731,926,076  
04 教員養成 448,530,046  16,006,185  464,536,231  
05 代替 1,610,075,895 0 1,610,075,895  
06 調査研究・行政・管理 1,027,545,470  6,358,481 1,033,903,951  
07 その他 76,397,433  0  76,397,433  


























児童数の変動と児童 100 人当たりの教員数（taux d’encadrement 又は P/E という）に加えて，
次の三つの指標が考慮される。 
①地理的指標は次の三つである。 














まず，PAP の各年度版に見られる教員数の推移を見てみる。なお，表 7 の増減（前年度比）の
単位は ETPT である。 
 
表 7 PAPに見る初等教育の教員数の増減の推移 
（単位：ETPT） 
年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 
増減 +5 -1,374 -407 -1,590 -5,758 +52 -7,645 -81 +4,040 
出所 各年の PAP より筆者作成。 
 
大ざっぱに見るならば，2007 年度から大幅な教員数の削減が始まり，2014 年度から一転して
大幅な増加に転じているといえる。2007 年から 5 年間のサルコジ保守党政権下においては，2008
年のリーマンショックの影響も大きく，緊縮財政政策が主流となり，財政均衡のための教育公務
員の半減（定年退職者の不補充）策なども打ち出された(11)。その一方で，2013 年に成立したオ
ランド社会党政権により，2013 年 7 月に，「共和国の学校の再建に関する基本計画法」が成立し，
その附帯報告書において，今後 5 年間において，5 万 4000 人の教員を増やすこと，このうち，2
万 1000 人を初等教員の増加に充てることなどが盛り込まれている。上記の表に表れている数字
はこうした政策の反映である。 





表 8 公立初等学校の児童数・学級数・学校数・教員数の推移 
（単位：児童数のみ千人） 
年度 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 
児童数 5,744.5 5,743.6 5,746.1 5,751.7 5,770.9 5,810.1 5,820.9 
学級数 244,470 244,730 245,089 245,215 245,283 246,335 245,937 
学校数 50,290 49,928 49,498 48,975 48,522 48,139 47,672 
教員数 337,274 337,901 337,010 334,928 330,868 325,441 323,449 
出所 repères et références statistiques の各年度版より筆者作成。 
 
この表からこの間の変化を読み取ると，①児童数自体は，公立学校への入学者に限定しても，
76 万 4000 人増加している，②にもかかわらず，学校数は，2,618 校減少している，③しかし，


























まず，公立小学校の設置等に関する大枠は，教育法典第 2 部「教育行政」第 1 編「国と地方公
共団体との間の権限の配分」の第 2 章「市町村の権限」に定めがある。その内容は次のとおりで
ある。 
「第 L.212-1 条 小学校及び保育学校とその学級の創設及び設置は次に再掲する地方公共団体
29 
 
一般法典第 L.2121-30 条の規定により定められる。 
第 L.2121-30 条 市町村議会は，県における国の代表の意見を聴取した後，公立の小学校及び
保育学校とその学級の創設及び設置を決定する。」 
これに対し，教員の配置は国の権限である。学校配置図（carte scolaire）については，教育法
典（命令の部）の第 2 部「教育行政」第１編「国と地方公共団体との間の権限の配分」の第 1 章
「国の権限」の中に規定が認められる。「初等教育段階の学校配置図」については次の 1 条のみで
ある。 











よると，ボルドー大学区では 125 人の教員増である。2014 年度には 2500 人以上の児童の増加が
予測されることに加え，この教員増により，P/E 比（児童 100 人当たりの教員の割合）を 5.15 に
維持できる，そして，1 学級当たりの児童数を 23.54 人に維持できるとしている。また，この 25





その結果，県ごとの児童数の増減と教員数の増減は表 9 のとおりである。 
 
表 9 各県の児童数と教員数の増減 
 児童数の予測 ETP換算の教員増の数 
ドルドーニュ県 -51 0 
ジロンド県 +2,286 116 
ランド県 +209 8 
ロット＝ェ＝ガロンヌ県 +61 0 
ピレネー＝アトランティック県 +68 1 










されている。具体的には，小学校の場合では，1 学級当たり 26 人を上限として教員数の増加を，





































































(1) 「初等教育教員身分規定（1990 年 8 月 1 日政令第 90-680 号）」第 2 条には，「初等教育教
員は，幼稚園及び小学校において主に学習指導業務（service d'enseignement）を保障するこ
とにより，教育活動（actions d'éducation）に参加する。」と規定されている。また，「中等





(3) フルタイム換算の方法には，ETPT と ETP の二種類がある。ETPT（équivalents temps 
plein travaillé）は，パートタイム勤務の割合と有期限勤務の割合を共に反映する計算方法で
あり，人数×パートタイム率×勤務期間で計算される。例えば，80％の勤務時間で 6 か月勤









(5) 以下，2014 年度予算法案に添付されたミッション「学校教育」に属する 7 プログラムの年次
成果報告書を 1 冊にまとめた資料を参照した。Budget général, Mission interministérielle, 
Projets annuels de performances, Annexé au Projet de loi de finances pour 2014, 
Enseignement scolaire（http://www.performance-publique.budget.gouv.fr/farandole/2014/ 
pap/pdf/PAP_2014_BG_enseignement_scolaire.pdf）。2014 年 3 月 23 日アクセス。以下，





「イギリス及びフランスの予算・決算制度」『レファレンス』2008 年 5 月号，110～129 ペー
ジを参照。 
(7) この文の原文は，「La répartition des moyens entre les académies est établie sur critères 
territoriaux (densité de population), sociaux (chômage,…) et de structure (activité des 
établissements).」である。 
(8) ESEN, Film annuel des personnels de direction : Préparation de rentrée : prévisions DHG, 
TRM, mise à jour 8 novembre 2013（http://www.esen.education.fr/fr/ressources-par-
type/outils-pour-agir/le-film-annuel-des-personnels-de-direction/detail-d-une-
fiche/?a=21&cHash=9cafb694c8）2014 年 3 月 23 日アクセス。 
(9) フランスにおいて，初等教育は幼稚園と小学校を含んでいる。 
(10) MEN/DGESCO, Bilan de la rentrée dans le premier degré 2009-2010, 2010, pp.5-6. 
(11) 渡邊啓貴「2012 年フランス大統領選挙の分析」『国際関係論叢』1-2，73～74 ページ，2012
年。 




22 年度プロジェクト研究報告書），pp.193-208，2011 年）を参照されたい。 
(14) http://www.education.gouv.fr/cid72/qui-decide-ouvrir-fermer-des-classes.html 
(15) Rouquette, R., La commune et l’école, Éditions du Moniteur, 2004, p.26. 
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ているのが，政府間協議会である学校・就学前教育に関する常設審議会（Standing Council on 
School Education and Early Childhood：SCSEEC）である。連邦及び各州教育大臣を主たる構



































① 1980 年教育サービス法（Teaching Service Act 1980） 
② 2009 年公務員（学校教員及び関連教職員）の給与と賞与（Crown Employees (Teachers 
in Schools and Related Employees) Salaries and Conditions Award 2009） 
③ 2009～2012 年ニューサウスウェールズ州教育訓練省・同州教員連合間の州立学校の教
員配置に関する同意（Agreement between the NSW Department of Education and 











































 異動者リスト（service transfer list） 
 一身上の都合により求職中だったが復職を希望する者のリスト ほか 
 
各学校は，州教育省が策定した「2012 年学校教員のための昇進・異動の手続（Promotion and 
Transfer Procedures for School Teachers 2012）」及び「2012 年学校教員のための選考委員会の





























の教員が出た場合には，その期間中，校長は，教員には 6 コマ，主任教員には 5 コマ，副校長に
は 3 コマまで，追加で授業の担当を依頼（要求）できるとされている。 
 
表 1 中等学校教員の標準授業担当時数 
 1週間の教授コマ スポーツの時間 
教員（Teachers） 28 3 コマまで 
主任教員（Head Teachers） 22 3 コマまで 
副校長（Deputy Principals） 14 3 コマまで 
表注 「2009 年公務員（学校教員及び関連教職員）の給与と賞与」によれば，中等学校では時間割は通常 1 日 8
コマで，1 コマは 40 分で構成される。 









Counsellor），英語を母語としない子供たちに支援を提供する専門教員（ESL (English as a 
Second Language) Teacher），教室に入り学習に困難を抱えている子供たちに特別な支援を提供
する補助教員（Support Teacher/ Learning Difficulties）等が勤務している。中等学校にはこの
ほかに，教科の選択やキャリア形成，進路選択等のアドバイスを提供するキャリア・アドバイザ
ー（Careers Adviser）も置かれている。さらに，学校は，必要に応じ，不登校の児童生徒の保護





(Teachers in Schools and Related Employees) Salaries and Conditions Award 2009）」に示され
ている。これらはいずれも正規教員（教員，教育事務員（education officers），家庭と学校の調整







NSW 州では，各学校における教員定数が，「NSW 州教育訓練省教員配置の割当て（NSW 
















児童数 学級担任数 RFF 児童数*2 P/T T/L 
1-25 1 0.042 1-25 0.084 0.084 
26-47 2 0.084 26-47 0.168 0.084 
48-51 2 0.084 48-51 0.168 0.168 
52-70 3 0.126 52-70 0.168 0.168 
71-77 3 0.126 71-77 0.168 0.200 
78-103 4 0.168 78-103 0.168 0.200 
104-129 5 0.210 104-129 0.200 0.200 
130-138 6 0.252 130-138 0.300 0.200 





8 0.336 0.300 0.400 
*1 就学前-6 年生までの就学者数のみ。 
*2 就学前-6 年生＋特別支援の必要な児童。 
出所 NSW Department of Education and Training, NSW Department of Education and Training Teachers 







・ 1 年生×0.0453 
・ 2 年生×0.0400 
















2013 年 7 月に，この国家プロジェクトを引き継ぐかたちで発表された「地域の学校，地域の決














 就学前教育（義務）段階は州平均 20 人，第 1 学年は 22 人，第 2 学年は 24 人 
 第 3～6 学年は，30 人を超えないこと 
中等学校（High Schools） 
 第 7～10 学年は，学校長が教職員と協議の上決定，ただし 30 人を超えないこと 
（ただし実技科目は別途規定） 
 第 11・12 学年は，24 人を超えないこと 
 
上記のように，初等学校のうち就学前教育段階から第 2 学年までは，学年ごとに学級規模が決め
られているが，これは，州教育省が 2000 年代初頭に実施した「学級規模縮小プログラム（Class 
Size Reduction Program）」によるものである。 




れている。そのため，2002 年に一年間の試行期間を経て，2003 年からの 3 年間で，NSW 州全
ての州立学校の最初の 3 年間の学級規模を縮小する計画が実行に移された。プログラム実施の 4




































2003 年から 3 年間の「移行」というかたちで実施され，その結果 2007 年には NSW 州全ての初
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教育省は 1997 年に学校区制(school cluster)を導入し，全国の小中学校とジュニアカレッジは
28 の学校区に配属されることになった(池田, 2013)。教育省は校長経験者より区教育長(cluster 
superintendent)を任命し，学校区内の財源運用，研修プログラム，カリキュラムや教科書・教
材の決定とともに人事管理に関する権限を与えている。 
シンガポールには，表 1 のように，政府立校(government school)や政府補助立校
(government aided school)などがあり，小中学校の総数は 365 校である。教育省は，これらの
学校の教員人事や研修制度の一般を直接的に管理している(池田，2013: MOE, 2014)。 
 
表 1 学校数（2013年度数値） 







政府立校（Government School） 141 119 4 10 274 
政府補助立校（Government-aided 
School） 
41 28 3 4 76 
インデペンデント校（Independent 
School） 
0 2 6 0 8 
専門科インデペンデント校 0 2 2 0 4 
職業専門校 0 3 0 0 3 
合 計 182 154 15 14 365 



















一般教育職員は，学士号保有者が GEO1，中等教育修了資格(General Certificate of Education: 




























professional development and 
 




















career plan: edu-pac)という職階制度を設定している(金井, 2012)。教員の資質，専門，興味関
心に応じて，図 1 のように，リーダーシップ・トラック(leadership track)，教職トラック














 シンガポールにおける学校の教職員組織は，次のような構成になっている(池田, 2007a, MOE, 
n.d.)。管理職として，校長や副校長のほかに，英語，民族語，数学といった主要教科や生徒指
導の部局長(head of department)，その学年ごとの担当主任(level head)，それ以外の教科の主
任(subject head)，学年主任(head of level)，学級担任(form teacher)などがいる。 
 また，連携教育者(allied educators: AED)として，児童生徒への社会的情緒的な支援を提供す
るスクールカウンセラー(school counsellor)，特別な教育ニーズをもつ児童生徒の学習を導く
AED(learning and behavioral subjects)，指導や学習の支援あるいは生徒指導や正課併行活動
(Co-Curricular Activities: CCC)を援助する AED(teaching and learning)などがいる。ほかに，
授業の補助を行う補助教員(Relief Teacher: RT)がいる。 
 教員以外では，事務担当(administrative manager)，総務担当(operations manager)，図書館

































特に，後述する「少なく教え，多くを学ぶ(Teach Less, Learn More: TLLM)」政策を背景
に，2004 年には，学習環境の整備を目的として，約 25,000 人の小中高の教員数を 2010 年まで
に約 3,000 人（小 1,000 人，中 1,400 人，高 550 人）増員することが打ち出されている(MOE, 
2004)。この教員数の改善により小中学校では学校当たり 10 人，ジュニアカレッジ及び中央教
育学院（日本の高校に相当）では 8 人の増員となった。また，2005 年までに小 1，2006 年まで
に小 2 において，学級規模を縮小して 30 人にすることになった。現在では，初等学校の 1，2
学年では学級当たり 30 人，その他の初等学校と中等学校では学級当たり 40 人が標準となって
いる。 
さらに，児童生徒の指導スタッフに対する比率は表 2 のように年々改善しており，2015 年ま
でに，初等学校では 16 人に，中等学校では 13 人にまでに改善することが計画されている
(MOE, 2014)。 
 
表 2 児童生徒の指導スタッフに対する比率 
 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 
初等学校 22.1 21.4 19.6 19.5 18.6 17.7 16.5 
中等学校 18.3 17.9 16.4 16.1 14.8 13.9 13.2 









になる。1997 年に第 2 代首相ゴー・チョクトン(Goh Chok Tong)は「思考する学校，学ぶ国家






考を重視するカリキュラムや評価，3 回継続された ICT マスタープラン，「革新と創業精神
(Innovation & Enterprise: I & E)などに関する施策が進められていった。 
 第 3 代首相リー・シェンロン(Lee Hsien Loong)は，2004 年に教員が「教えることを少なくす
る」ことで，児童生徒は「より多くのことを学ぶ」ことができると演説した。教育省(ministry 
of education: MOE)は，2005 年にこの考えを「量から質へ」と教育を転換するものと明確化し
て，「少なく教え，多くを学ぶ(Teach Less, Learn More: TLLM)」政策を展開していく(Tee, 
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じて均質化」（竺沙 2001，2 ページ）を図る制度改革の理念とされた。また，財政中立性（fiscal 
neutrality）の原則として，学区の教育費と財産価値との相関関係を問題視する考え方も，州教育
財政をめぐる訴訟において取り出され，公正性の理念が広まっていった。 






























確認しよう(10)。まず，教員の 1 日の平均勤務時間は 7.4 時間であり，年間の勤務日数は 181 日，
また非教授（nonteaching）日数は年間 7 日となっている。学級規模は，小学校が平均 20 人で中















が定められている。例えば，2003 年 9 月 1 日以降に採用された学士号を保持している教員の初
任給は，45,360 ドルであるのに対し，修士号保持者は 46,694 ドル，博士号保持者は 51,866 ドル
となっている。また，同じ学士号保持者であっても特別支援教育の教員は 46,194 ドルと高く設
定されている。勤務日数については，非教授日数を入れた 188 日と設定されている。1 日の勤務
時間は 7 時間 4 分（昼食時間を含む）とされており，午前 7 時から午後 5 時までの時間で各学校
が勤務時間を調整するようになっている。また，勤務時間の間，授業準備等に充てる時間を確保
することが決められており，小学校教員は少なくとも週 225 分，中学校（ミドルスクール）教員
は週 270 分となっている。労働条件に関わる教育的項目として，学級規模については K-3 段階で








































































































規模によって決められる。教員組合との契約で決められている学級規模（K-3 段階は最大 30 人，





の場合，生徒 22.5 人につき一人の教員とされ，高校の場合，全校生徒数 700 人までは生徒 24 人
















・ カウンセラー：最低一人。高校の場合，生徒 500 人につき一人。 
・ 学校図書員（若しくは図書指導アシスタント）：1,000 人以上の学校に少なくとも一人 
・ リーディング専任教員（小学校）：最低一人 
・ 外国語教員（高校）：600 人未満の高校は一人，それ以上の高校は二人 
・ 美術／音楽教員：500 人未満の学校の場合，1 週間に 2 日勤務（フルタイム教員を 1 とした





































式も次のように規定されている。まず 4-8 学年の児童数を 31 で除し，余りは 1-3 学年の児童数





数が 15 人未満だと一人，16.5 人-30 人だと二人といったように決められている。学校事務員も，
学級担任教員数が 45.5 人未満だと一人，46 人-75.5 人だと二人といったような算定式である。対
して，美術又は音楽教員とカウンセラーの場合は，当該学校の登録児童数による。登録児童数が
750 人未満だと 0.5 人であり，それ以上だと一人となる。カウンセラーは，最低一人は配置され












そのため，単純に考えれば，算定式上全部で 7 教科あるため，1 教科分という意味において 7 で
除すれば良い。ただし，このときの 7 という数字は，巧妙に計画された数字となっている。とい
うのも，シカゴ市学区教育委員会とシカゴ教員組合とで交わされた契約において，高校教員は昼
食時を除く 1 日 7 コマ（50 分）分勤務することが求められている(21)。つまり，7 で除する意味
は，1 コマ当たりの教員数を意味することになる。しかし，契約では 7 コマ中，実際に授業を行
うのは 5 コマとされており，残りは授業準備や研修に充てることが決められている。そこで，上
述の教員一人当たりの生徒数から算出された教員数を 5 で除することになる。例えば，A 高校の
一般生徒数が 1,000 人で，特別支援①が 30 人，特別支援②が 20 人，特別支援③が 10 人とする
と，以下の算出式に従った教員数が算出される。 
 
表 2 シカゴ学区における高校教員数の算定式例 
教科 教員数の算出式 教員数 
数学，英語 （一般生徒数＋特別支援①）×2÷28÷5 14.7 人 
理科，社会 （一般生徒数＋特別支援①＋特別支援②）×2÷28÷5 15 人 
体育，音楽，選択 （一般生徒数＋特別支援①＋特別支援②＋特別支援③）×3÷31÷5 20 人 
出所 Chicago Public School (2013), p.161 より筆者作成。 
 










均学級規模は，初等教育段階が 21.2 人，中等教育段階が 26.8 人となっている。2007-2008 年度




























くの州が規定しているのが幼稚園（K）段階であり（29 州）であり，その次に 1-3 段階（26 州）
と続く。学年が上がるにつれて，上限規定を設定している州は減少し，9-12 段階の上限規定を設
定している州は 15 州となる。上限の内実については，K-3 段階では平均で 24 人となっており，
学年が上がるにつれて人数は増える傾向にある（9-12 段階では平均 31 人となっている）。 
次に学級規模縮小政策であるが，2009 年の段階で 24 州において，学級規模を縮小するための



















































































(2) 連邦教育省ウェブページより（http://www2.ed.gov/about/landing.jhtml, 2014/03/24） 
(3) 具体的な内容については，北野ほか編（2012）を参照されたい。 
(4) 2013 年 3 月の段階で，ミネソタ州とウィスコンシン州を除く州（ワシントン D.C.を含む）に
教育委員会は設置されている。 









(8) 州が実施する様々な事業に対する財政支援（categorical funds）に該当するものである。 
(9) 以下，佐藤・二宮（2014）を参考にしている。 
(10) 特に断りのない限り，以下のデータは，全米教育統計センター（Naitonal Center for 
Education Statistics，以下 NCES とする）の Digest of Education Statistics 2012
（http://nces.ed.gov/programs/digest/2012menu_tables.asp, 2014/04/03）による。 
(11) 州の差を確認すると，最も高いニューヨーク州の平均年収が 75,279 ドルであるのに対し，
最も低いサウスダコタ州では 39,018 ドルとなっており，2 倍近くの差がある（National 
Education Association 2014）。なお，教員給与にかかるより詳細な全米的状況については，
川田（2007）を参照されたい。 
(12) 以下，Philadelphia Federation of Teachers and the School District of Philadelphia (2009)
による。なお，フィラデルフィア学区の概況（2013 年 12 月現在）であるが，K-12 の児童生





























(22) NCES のウェブページに掲載されている Digest of Education Statistics 2012 及び Digest of 






る（Whitehurst and Chingos 2011）。 
(25) 学級規模の上限を定める制度については，Zinth（2009a）を参照し，学級規模縮小政策に
ついては，Zinth（2009b）を参照している。 
(26) Education Week のウェブページより
（http://www.edweek.org/ew/section/infographics/13class_size_map.html, 2014/04/11）。 
(27) フロリダ州教育省のウェブページより（http://www.fldoe.org/classsize/, 2014/04/11）。 
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育省（Department for Education, DfE，2010 年より）である。教育省は，教育の提供，国の教
育政策策定，教育制度の企画という責任を負っている。地方には，地方当局（Local Authority, 
LA。2005 年までは地方教育当局，Local Education Authority であった）が全国 152 か所あり，
地方自治体における教育振興と児童生徒の教育及び訓練の機会を保障する責任を負っている。地
方当局には，教育行政事務の責任者として子供サービス担当長（Director of Children’s Service）
が設置されている。 
 イギリスの学校は，「1988 年教育改革法（The Education Reform Act 1988）」以降の自律的
学校経営（Local Management of Schools, LMS）の方針により，多くの学校経営及び学校財務の
権限を有している。また同時に学校経営の責任を果たすことが求められている。 
 義務教育における学校予算は，全額国庫負担である。2006 年より，地方自治体への初等中等教
育に関する特定補助金としての「学校教育費特定補助金（Dedicated Schools Grant, DSG ）」が
導入された。これにより，学校教育における地方自治体が中央から配分される財源の内，使途を




























図 1 公財政支出教育費の流れ 
 
 












対する児童生徒数（Pupil Teacher Ratio, PTR）ではなく，一人の大人に対する児童生徒数（Pupil 
Adult Ratio, PAR）の推移を測ることにより，学校の人的な環境に関する統計を取っている。 









































公立就学前教育 191.6 186.6 137.9 138.9 87.5 85.4 
初等学校*2 12.5 23.3 8.7 17.3 5.9 11.4 
公立中等学校 105.3 89.9 28.1 24.2 46.6 40.2 
中等学校 
アカデミー 
107.7 123.6 26.1 30.2 53.2 61.4 
特別支援学校 15.6 20.3 25.5 30.3 10.0 11.9 
中央雇用 9.3 7.5 6.0 2.9 21.4 16.8 
合計 442.0 451.1 232.3 243.7 224.7 226.9 
*1 本表でいう教員数は，フルタイムに換算しての数字である。 
*2 ここでいう初等学校には初等学校アカデミーも含む。 
出所 DfE, School Workforce in England : November 2013, 2014 April, p.5 
 
図 2 初等学校におけるクラスサイズと PTRと PARの推移（1969年～2011年） 
 














 教員としての職務は，School Teachers' Pay and Condition Document に規定されている。 
 実際の教員は，学校との労働契約を結び勤務する。教員の場合は，その職務は教授活動となる。 
 学校職員の拡充に当たり，イギリスでは教員が教授活動に専念するために，教員がしなくてよ
い業務を定めた（『回状 2/98（DfES circular 2/98）』（教育雇用省 DfEE, 1998 年 2 月）。その
内容は，下記のとおりである。これらの業務を担う職種としての学校職員が任用されている。 
 ・集金                            ・コンピューター等のトラブル対応及び修繕 
 ・欠席確認                        ・ICT 機器の新設時の委託業務 
 ・試験監督                        ・物品の注文 
 ・教員の補充業務                  ・物品の在庫管理 
 ・大量の印刷                      ・物品の分類，準備，配布，管理 
 ・文書作成                        ・会議の議事録等の作成 
 ・標準的な通信文の作成            ・入札のコーディネートと文書提出 
 ・学級のリストの作成              ・個別のアドバイスの提供 
 ・記録とファイリング              ・児童生徒データの管理 
 ・教室の掲示物の掲示              ・児童生徒データの入力 
 ・出席状況の分析                  ・職業体験学習の運営業務 







ジ 1（初等学校の第 1，第 2 学年）については，一人の教員に対して 30 人以下の児童とすべきこ









学級規模を決定する規定としては，キーステージ 1 について，一人の教員に対して 30 人以下
























た学級規模研究「Class Size and Pupil Adult Ratio (CSPAR) Study」である。 
 
図 3 学級規模と学級内の教授活動の関係概念図 
 
出所 Peter Blatchford, Paul Bassett, Harvey Goldstein & Clare Martin, Are Class Size Differences Related 
to Pupils' Educational Progress and Classroom Processes? Findinfs from the Instite of Education Class Size 
Study of Children Aged 5-7 Years, British Educational Research Journal, Vol.29 No.5, October 2003, p.720 
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これは，2000 年～2003 年に調査が実施された。4～5 歳の reception class の子供が初等学
校に入学した後までの各年における学力を調査したものである。社会経済的や地域など多様な要
素を考慮して対象は設定されている。 











第 1 期：学力 
第 2 期：教育プロセス（子供と教員の関わり，教授スタイル，教授活動など） 
第 3 期：教授活動と子供の意識がどう学力に影響しているのかという因果関係を含めた分析を















事務長（School Business Manager）の資格化や職能開発なども議論されてきた。 
これらの議論を踏まえて，全国教授リーダーシップカレッジ（National College for Teaching 
































文部科学省，『諸外国の教育行財政－7 カ国と日本の比較－』，平成 26 年 
DfE, Class Size and education in England evidence report, 2011 
DfE, School Teachers’ Pay and Conditons Document 2013 and Gidance on School Teachers’ 
Pay and Conditons, 2013 
Peter Blatchford, The Clas Size Debate : is small beteer?, 2003, Open University Press 
Peter Blatchford, Anthony Russell and Rob Webster, Reassessing the Impact on Teaching 
Assisstants, 2012, Routledge 
Anthony Russell, Rob Webster and Peter Clatchford, Maximising the Impact of Teaching 
















表 1 教育に関する裁量の変遷（1972年～1980年～2015年） 
 1972 1980 2015 
授業時間配分 国家普通教育委員会 内閣 内閣 
カリキュラム 国家普通教育委員会 国家普通教育委員会 
国家教育委員会／ 
自治体 
学級規模 内閣 内閣 自治体 
設置    
 小学校 国家普通教育委員会 自治体 自治体 
 中学校 国家普通教育委員会 教育省 自治体 
 高等学校 国家普通教育委員会 教育省 自治体 






















出所 Erkki Aho, Kari Pitkänen and Pasi Sahlberg, Policy Development and Reform Principles of Basic and 






































































出所 Kuntatyönantajat, OVTES 2014-2016: Kunnallinen Opetushenkilöstön virka- ja työehtosopimus. 
Helsinki: Kuntatyönantajat, 2014, p.79. 
 



















































（Kumpulainen, 2011; 2014）。学校設置者である自治体が調査対象となるが，回収率は 90％程
度であり，全数を把握するものではない。また，教員に関するデータは，中長期的なスパンで行
























表 4 1999年以前の学級編制基準 
 第１－２学年 第３－６学年 第７－９学年 特別支援 
学級編制基準 25 人以下 32 人以下 32 人以下 10 人以下 
出 所  Opetusministeriö (2008). Peruskoulun opetusryhmät 2008. Helsinki: Opetusministeriö. 










表 5 学年別に見た学級規模（2008年） 
 学級規模別の割合 
平均 最大 
1-14人 15-19人 20-24人 25-29人 30人以上 
第１学年 14.79 39.41 38.75 6.95 0.09 18.80 32 
第２学年 12.02 37.09 42.14 8.51 0.24 19.35 33 
第３学年 7.37 33.47 39.67 17.32 2.17 20.62 36 
第４学年 6.48 25.29 43.19 22.35 2.68 21.41 36 
第５学年 5.01 25.33 40.00 26.02 3.64 21.88 34 
第６学年 5.50 19.34 40.93 27.94 6.29 22.47 36 
第７学年 21.63 44.05 30.49 3.65 0.17 17.41 36 
第８学年 23.93 42.59 28.82 4.41 0.26 17.29 36 
第９学年 24.44 42.33 28.99 4.01 0.23 17.18 36 
出 所  Opetusministeriö (2008). Peruskoulun opetusryhmät 2008. Helsinki: Opetusministeriö. 























表 6 第１－第６学年の学級規模の平均 
学級規模の平均 2008年 2010年 2013年 2008-13年の変化 
第１－６年の平均 19.57 19.21 18.84 -0.73 
プレスクール 13.87 14.12 14.70 0.83 
第１学年 18.80 18.46 18.55 -0.25 
第２学年 19.35 19.07 18.84 -0.51 
第３学年 20.62 20.34 19.96 -0.66 
第４学年 21.41 20.90 19.84 -1.57 
第５学年 21.88 21.31 20.39 -1.49 
第６学年 22.47 21.72 20.66 -1.81 
複式学級等 16.42 16.27 15.82 -0.60 
出所 Opetus- ja Kulttuuriministeriö(2013). Perusopetuksen opetusryhmäkoko 2013. p.7. 
 
表 7 第７－第９学年の学級規模の平均 





第７－９年の平均 17.30 17.14 16.46 -0.12 -0.57 
第７学年 17.41 17.29 16.72 0.14 -0.82 
第８学年 17.29 17.15 16.33 -0.20 -0.65 
第９学年 17.18 16.98 16.33 -0.16 -0.68 
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学校行政については，州内に 72 の教育委員会（School Board）が設置されている(1)。カナダで
は連邦の憲法の規定によって，州政府は自州内に地方団体（local government）を設置する権限
がある。オンタリオ州では，自治体（municipality，municipal government）のほかに特定目的




ック系）＝により４系統（English public, English Catholic, French public and French Catholic）
の学制がある。自治体の境界とは別に区画されて，地理的に重なっているものもある。４系統い
ずれの学制も，学年や基本的なカリキュラムなどは州が定めるものを共有する。1990 年修正法
E2 章「教育法」（以下「教育法」と称する）(3)には，４歳から 18 歳までの学年が四つのカリキュ
ラム上の区分（division）で規定されている。下からジュニア・キンダーガルテン（４歳児），キ
ンダーガルテン（５歳児），第１～３学年を含む「プライマリー」（primary division），第４～６
学年の「ジュニア」（junior division），第７～10 学年の「インターミディエイト」（ intermediate 
division），第 11 学年以上(上限は定めが 
ない)のシニア（senior division）の４区分がある。義務就学年限は 2006 年法改正により 16 歳




























を 包 含 で き
る） 
 
５歳 キンダーガルテン  
６歳 １年生  
７歳 ２年生  





10歳 ５年生  






14歳 ８年生  
15歳 ９年生 
（９年生から
の ４ 年 制 が
主） 
16歳 10 年生 
17歳 11 年生 シニア・ディ
ビジョン 
 
18歳 12 年生  













たりの平均登校児童数（Average Daily Enrolment: ADE）に応じた基礎的な積算金額のほかに，
学校現場の状況に応じた補正を行う。交付金の種類には，全体の半分弱を占める「生徒基礎交付
金（Pupil Foundation Grant）」のほかに，「学校基礎交付金（School Foundation Grant）」など
13 の特別目的交付金（special purpose grants）があって，きめ細かなニーズへの対応が可能な
ようにされている。特別支援が必要な児童生徒の場合，その人数に応じて特別支援人頭加算
（Special Education Per Pupil Amount; SEPPA）や重点支援加算（Intensive Support Amount; 
ISA)等を申請して追加の支出を受けることができる。そのほかにも特別支援，母語，先住民族な
どの特別なニーズが考慮され，加算額が算出される(7)。 









教員の資格・要件は州が定めている。根拠法は州法”the Ontario College of Teachers Act, 1996




（Ontario College of Teachers）に申請をして，教える資格の認証と個人情報の登録（certificate 














ある「オンタリオ小学校教員連盟」（The Elementary Teachers' Federation of Ontario ;ETFO）
や「オンタリオ中等学校教員連盟」（Ontario Secondary School Teachers’ Federation ;OSSTF）
などが各教育委員会との交渉に当たる場合もあるが，トロントのような大都市部では「トロント








それ以外にも，授業準備のための時間「10 日間で 48 時間」以内が含まれ（2012 年８月 31 日か
















































は2012年卒業者     は2011年卒業者 活動別に実行された割合を示す 
 


































































399/00 CLASS SIZE（2005.6.27 制定），Ontario Regulation 132/12 CLASS SIZE（2012.9.01
制定），などがそれである。そこでの規定は，次項で詳しく見ることにする。 
規則の制定をうけて，自由党・マクギンティ政権は少人数学級政策の開始を宣言した。2005 年
６月 22 日に，教育大臣ジェラルド・ケネディ（Gerard Kennedy）が，2007 年までにオンタリ















The average size in each school year of a board’s mandatory kindergarten classes 
shall be 26. （O. Reg. 132/12, s. 2.） 
 
・１～３学年は，管内の全学級は上限は２３人。ただし学級の90％は上限は２０人 
A class to which this section applies shall have 23 or fewer pupils. （O. Reg. 132/12, 
s. 5 (1).） 
In each school year, at least 90 per cent of the classes described in section 4 shall 




（O. Reg. 132/12, s. 7.） 
 
・４～８学年(複式学級)は，教育委員会管内の平均の上限は２３人 
（O. Reg. 132/12, s. 9(1)） 
 
・９～12学年は，教育委員会管内の平均の上限は２２人 
The average size in each school year of a board’s secondary school classes shall not 
exceed 22.  

















表 3 「クラス・サイズ」の規則の別表（第４～８学年の学級定数上限（教委管内平均）） 
 
TABLE MAXIMUM CLASS SIZE, GRADES 4 – 8 
Item Column 1*1 Column 2*2 
 Name of Board 
Maximum Class 
Size 
1. Algoma District School Board 24.03 
2. Algonquin and Lakeshore Catholic District School Board 24.60 
3. Avon Maitland District School Board 26.40 
4. Bluewater District School Board 25.40 
5. Brant Haldimand Norfolk Catholic District School Board 25.60 
6. District School Board of Niagara 26.10 
7. District School Board Ontario North East 21.60 
8. Grand Erie District School Board 23.85 
9. Greater Essex County District School Board 24.60 
10. Halton Catholic District School Board 25.20 
11. Halton District School Board 25.10 
12. Hamilton-Wentworth Catholic District School Board 25.50 
13. Hamilton-Wentworth District School Board 25.10 
14. Hastings and Prince Edward District School Board 24.32 
15. Keewatin-Patricia District School Board 22.00 
16. Lakehead District School Board 24.79 
17. Lambton Kent District School Board 24.35 
18. Limestone District School Board 24.40 
19. Near North District School Board 23.30 
20. Peel District School Board 24.52 
21. Peterborough Victoria Northumberland and Clarington Catholic District School Board 24.70 
22. Rainbow District School Board 24.10 
23. Rainy River District School Board 22.38 
24. Renfrew County District School Board 24.10 
25. Simcoe County District School Board 24.60 
26. Superior-Greenstone District School Board 18.50 
27. Thames Valley District School Board 24.99 
28. Toronto Catholic District School Board 25.70 
29. Toronto District School Board 23.24 
30. Trillium Lakelands District School Board 24.41 
31. Upper Grand District School Board 25.20 
32. Waterloo Catholic District School Board 25.00 
33. Waterloo Region District School Board 24.95 
34. Windsor-Essex Catholic District School Board 24.90 
35. York Catholic District School Board 24.90 
36. York Region District School Board 25.27 
*1 教育委員会名を示す。 
*2 定められた管内平均学級規模の上限を示す。 














表 4 児童数規模ごとの教委低学年教員確保のための予算（2004～2007年度） 
 
表注 1 PCS は，primary class size の略。すなわち「第１～３学年学級規模」の意。 
表注 2 最左列は教委規模，最下段が州合計額（単位百万カナダドル），最右列は１教委当たり平均予算額。 
出所 Bascia, Nina et al. (2010) p.33. 
 
表 5 児童数規模ごとの教委教員定数増とそのための予算（2004～2007年度合計） 
 
表注 最左列は教委規模，最下段が州合計額（単位百万カナダドル），最右列は１教委当たり平均予算額。 










年９月のデータでは，全小学校の学級で 23 人以下を達成し，うち 90.2%では 20 人以下を達成し
たという(ニナ・バスキアらの報告書による)。(26) 
 
表 6 低学年における学年別平均学級規模（2003～2007年度） 
 
表注 最左列は複式・複々式学級を含む幼稚園から小３までの学年，最下段が州平均（単位人）。 


















































http://www.clair.or.jp/j/forum/c_report/pdf/227.pdf ，Joseph Robert Lyons(2014), Structural 
Variation and Local Service Delivery; Comparing Municipal Governments and Special 
Purpose Bodies, Submitted to The University of Western Ontario. 博士予備論文。未刊。 
(3) Education Act，R.S.O. 1990, CHAPTER E.2 
(4) 「教育法」 R.S.O. 1990，並びに，「修正教育法」Education Amendment Act (Learning to 
Age 18), S.O. 2006 Chapter 28. 
(5) 「教育法」R.S.O. 1990 




Public Policy Review, Vol.3, No.1, Policy Research Institute, Ministry of Finance, Japan 
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＜付記＞ 
本稿をなす取材過程において，オンタリオ州教育省（Ontario Ministry of Education）の
Joannie Leung 氏には同州の primary class size reduction（低学年少人数学級政策）関連の情























































の管理職を 1～2 人，13～23 学級を持つ学校では，2～3 人，24～36 学級を持つ学校では 3 人配
置する。農村地域で規模の小さな初等教育機関では，教員の一人が管理職を代行する。 
 ②については，まず，教員数が決定されてから，職員の配置が決定される。教員数は，1 学級








 教職員数の算定の際に考慮されるファクターは，1 教職員当たりの児童生徒数と 1 学級当たり
の児童生徒数である。国務院が 2001 年に公表した「初等中等教育機関の教職員編成基準の制定
に関する意見」が教職員数決定の基準となっており，1 学級当たりの児童生徒数を基準となる 1
教職員当たりの児童生徒数で除して求められる（表 1 参照）。 
 「実施意見」によると，1 学級当たりの児童生徒数は，高級中学・初級中学では 45～50 人，小
学校では都市部と県・鎮部で 40～45 人，農村部で各地の状況に応じて決定される。例えば，都
市部の高級中学では，表 1 に基づき 45～50 人／12.5 人で，1 学級当たりの教職員数は 3.6～4.0
人となる。さらに，「実施意見」が定める高級中学・初級中学・小学校（農村地域を除く）におけ
る 1 学級当たりの教員数は 3 人，2.7 人，1.8 人であり，職員数は教職員総数から教員数を減じた
数となる。なお，農村地域の小学校の教職員数は，各地の実際の状況によって確定する。 
 しかし，実際には，地域間格差，学校間格差が激しいため 1 学級当たりの児童生徒数は，努力
目標であり，農村地域や都市部の地域のモデルとなる学校等では，教育部の参考数値を超えた，
若しくは数値より少ない学級編制がなされることがある（図 1 参照）。「実施意見」では 1 学級当
たり 55 人を超える学級を編制しないことを求めているが，実際には，55 人以上の児童・生徒を
有する学級が各地に存在する。そのため，1 教職員当たりの児童生徒数の基準もまた参考値であ
り，実際の数値は県ごとに異なっている。なお，2013 年度の教育統計では，教員一人当たりの児



































県・鎮*2 13 3.5～3.8 0.5～0.8 











県・鎮 16 2.8～3.1 0.1～0.4 











県・鎮 21 1.9～2.1 0.1～0.3 





























図注 2002 年発表の「実施意見」では，1 学級当たりの児童生徒数の参考数値を高級中学と初級中学で 45～50
人，小学校で 40～45 人としているが，『中国教育統計年鑑』のデータは，36～45 人，46～55 人で区切られてい
るため，同参考値での学級の割合は不明。ただし，生徒数が 56 人以上の学級が，高級中学の都市部で 39％，県
・鎮部で 52％，農村部で 40％と参考値を超えた学級が 4 割以上を占めている。義務教育段階である初級中学で
は，生徒数 36～55 人の学級の割合が，都市部で 62％，県・鎮部で 62％，農村部で 62％となり，生徒数 56 人以
上の学級が 20～25％前後存在するも，半数近くで参考数値に近い学級編制がなされている。小学校では，都市で
児童 36～55 人の学級が 62％，県・鎮部で 53％と参考数値に近い学級編制が大半を占めているが，農村部で 35
人以下の学級が 68％を占めている。これは，第 1～4 学年までを対象とする「教学点」等の規模の小さな初等教
育機関が農村地域に存在することや，都市への人口流動により農村の就学人口が減っていることなどが考えられ
る。 



































































































































































































教員の専門分野別ごとに教員数が記述されている（例として表 2 参照）。 
 
図 2 教員一人当たりの児童生徒数の推移 
 
 


























































表 2 小学校教員の学歴状況（2013年） 
（単位：人） 
         学歴 
教科 




品徳と生活（社会） 640 56,385 114,766 44,545 676 217,012 
言語・文学 6,935 809,035 1,045,223 227,365 3,059 2,091,617 
算数 3,920 563,936 889,797 227,002 3,045 1,687,700 
外国語 
小計 2,987 216,438 152,560 8,971 69 381,025 
英語 2,973 215,619 151,791 8,802 68 379,253 
日本語 4 71 57 3   135 
ロシア語 1 18 14 4   37 
体育 1,654 97,885 124,506 39,239 543 263,827 
科学 708 50,462 95,881 31,808 304 179,163 
芸術 54 6,010 13,661 3,569 48 23,342 
音楽 847 80,465 84,597 17,838 175 183,922 
美術 965 68,082 79,163 21,943 267 170,420 
総合実践活動 
小計 811 60,521 90,189 24,635 316 176,472 
情報技術 681 46,838 57,901 9,709 91 115,220 
労働・技術 103 11,664 28,873 13,724 198 54,562 
その他教科 431 32,225 69,191 25,955 598 128,400 
教科担任せず 276 18,216 37,650 25,103 499 81,744 
合計 20,228 2,059,660 2,797,184 697,973 9,599 5,584,644 




出所 中華人民共和国教育部発展計画司，『中国教育統計年鑑 2013 年度版』，p.159。 
 







調整することが推奨された(3)。一方で，2010 年 7 月に発表された 2020 年までの教育中長期計画
である「国家中長期教育改革・発展計画綱要（2010～2020 年）」や 2012 年 6 月に教育部が発表





ていく方向である。これに伴い，中央機構編成委員会，教育部，財政部の合同で 2014 年 11 月に
「都市部と農村部の初等中等教育機関の教職員編成基準を統一することに関する通知」を発表し
た。同基準では，鎮・県部及び農村部の初等中等教育機関の教職員の編制基準を都市の基準に統



























(1) 『中国教育統計年鑑 2013 年度版』には，専任教員一人当たりの児童生徒の数が掲載されて
おり，2013 年度では，高級中学で 14.95 人，初級中学で 12.76 人，小学校で 16.76 人である。 
(2) 教育部，人的資源・社会保障部，財政部，中央機構編成委員会弁公室 2011 年「関於妥善解
決中小学代課教師問題的指導意見」の第 7 項参照。 




教育』2014 年 4 月号，p.34。 




知」2014 年 11 月 13 日（http://www.moe.gov.cn/）。 
(5) 1980 年代半ばから行われた教育財政の改革により，郷鎮レベルの政府が管理する体制（1985
～2000 年），県レベルの政府を主体として郷鎮を補助する体制（2001～2005 年），省レベル







単志艶（等）『中国教師発展報告 2012』，教育科学出版社，2013 年。 
李紅燕「義務教育財政投入体制総述」『財税縦横』，2011 年，pp.67-70。 
安豊倫「学校“痩身”譲教育回帰人本」『人民教育』2014 年 4 月号，p.34。 
山東省人民政府弁公庁「転発省編委弁公室等三部門関於調整中小学教職工編成標準的意見的通知」

























成基準の制定に関する意見の通知」（国務院弁公庁 2001 年 74 号）と「国務院弁公庁 農村義務教育管理






























は，校長級の管理職を 1～2 人，13～23 学級を持つ学校には，2～3 人，24～36 学級を持つ学校では 3 人
配置する。「完全小学」で，12 学級以下のものには，校長級の管理職を 1～2 人，13～23 学級を持つ学校に
は 2～3 人，24～36 学級を持つ学校では，3 人配置する。普通教育を行う中学校と「完全小学」で 36 学級
以上を持つものは，状況を考慮して校長級の管理職を 1～2 人増設できる。農村地域の初級小学(1～3 学年)
あるいは分校，農村地域で小規模な初等教育を行う教学点は一人の教員を指定して，学校管理業務に当たら





並びに 1 学級当たりの児童生徒数に基づいて，学級数を組織する。原則，普通教育を行う中学の 1 学級当











（7）国務院弁公庁 2001 年 74 号文書の編成基準の換算に基づくと，高級中学における 1 学級当たりの教
員数は 3 人，初級中学の 1 学級当たりの教員数は 2.7 人，都市部の小学校及び県・鎮の小学校の 1 学級当























































 都市*1  3.6～4  0.6～1 
高級中学 県・鎮*2 45～50 3.5～3.8 3 0.5～0.8 
 農村  3.3～3.7  0.3～0.7 
 都市  3.3～3.7  0.6～1 
初級中学 県・鎮 45～50 2.8～3.1 2.7 0.1～0.4 
 農村  2.5～2.8  0.1 
 都市 
40～45 2.1～2.4 1.8 0.3～0.6 
小学校 
 


























































































































則（法第 3 条第 1 項）とした上で，小・中学校の一学級の児童生徒の数は 50 人を「標準」（法第
3 条第 2 項）として，当該学校の児童生徒の数が著しく少ない場合等は，複数学年の児童生徒を


















級編制の標準の数を 50 人から 45 人に引き下げるとともに，教員の算定基準の改正による教職員
定数の改善が行われた。この改正義務標準法の実施は，1964（昭和 39）年度からの 5 か年計画
（第 2 次教職員定数改善計画）で行われることになり，1 学級の標準の数は，政令で定めるとこ
ろにより毎年度一人ずつ引下げが行われた(19)。 








（昭和 49）年の義務標準法改正によって第 4 次教職員定数改善計画が実施されることになり，学
校栄養職員が新たに義務標準法の対象となるとともに，複式学級の学級編制の標準の数の改善や，
教職員定数の算定基準の改正による定数改善が行われた。 
 この間，1 学級の学級編制の標準の数は 45 人が維持されていたが，教育関係者の中からは学級
編制の数を 40 人に引き下げる 40 人学級の実現を要望する声が高まっていた。そこで，1980（昭




た。次いで，1993（平成 5）年義務標準法改正によって実施された第 6 次教職員定数改善計画で
は，複式学級の学級編制の標準の数の改善や，教職員定数の算定に当たり大規模校への教頭の複
数配置や生徒指導担当教員の配置が規定（法第 7 条第 1 項第 2 号及び第 3 号）されるとともに，
新たな加配定数として，1989（平成元）年改訂の小・中学校学習指導要領で個に応じた指導など
の指導方法の工夫改善が規定されたことを受け，複数の教員が協力してティーム・ティーチング
を行う学校等に対して教員を配置する指導方法工夫改善のための定数（法第 7 条第 2 項）や，教
育上特別の配慮を必要とする児童生徒に対する特別の指導に対する定数（法第 15 条第 2 項）が
制度化された(20)。 
2001（平成 13）年の義務標準法改正によって実施された第 7 次教職員定数改善計画では，指
導方法工夫改善の加配定数の対象として，少数の児童生徒により構成される集団を単位とする指
導が新たに加えられ（法第 7 条第 2 項），また，事務処理上特別の配慮を必要とする場合の事務






 第 7 次教職員定数改善計画の完成後は行革推進法の制定等によって教職員定数の見直しが厳し




成 23）年の義務標準法改正によって小学校 1 年生の学級編制の数の標準を 35 人に引下げ（法第
3 条第 2 項），35 人以下学級の実現が図られるとともに，小学校の専科指導等に対応する加配定
数（法第 7 条第 2 項）や障害のある児童生徒に対する特別な指導に対する加配定数（法第 15 条
第 3 項）が新たに規定された。2012（平成 24）年には，加配定数の充実によって小学校 2 年生
の 36 人以上学級の解消が図られた。 
 このような変遷を経て，現在の義務標準法では，学級編制については，同学年で学級を編制す






















 2001（平成 13）年の義務標準法改正と第 7 次教職員定数改善計画の実施に当たっては，文部
省は 1998（平成 10）年に「教職員配置の在り方等に関する調査研究協力者会議」を設置し，教
育関係団体からのヒアリングや学校現場の視察等を実施しながら約 2 年近く議論を行い，2000














 次に，2011（平成 23）年の義務標準法改正による小学校 1 年生の 35 人学級実施に当たっては，
文部科学省は今後の学級編制及び教職員定数の改善について，2010（平成 22）年 2 月から教育
関係団体や有識者からのヒアリングを順次行い(27)，その後，中央教育審議会初等中等教育分科会












 2015（平成 27）年度予算編成に当たっては，文部科学省は 2014（平成 26）年 6 月に「教育再
生の実行に向けた教職員等指導体制の在り方等に関する検討会議」を設置し，これからの時代の
教育を見据えた教職員等指導体制の在り方等について，先進的自治体や教育関係者からの意見聴
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し，2013（平成 25）年 11 月に関係道府県と指定都市の間で，個人住民税所得割 2％を道府県
から指定都市に税源移譲を行うことが合意されたことから，指定都市への給与負担移譲が行わ
れることになった。 
(15) 佐藤（1965）83-86 ページ。 
(16) 佐藤（1965）86-94 ページ。高等学校についても，1961（昭和 36）年に「公立高等学校の
設置，適正配置及び教職員定数の標準等に関する法律」（昭和 36 年法律第 188 号。以下「高校
標準法」という。）が制定され，1 学級の生徒の数が 50 人などと規定された。なお，高校標準
法の改正の経緯は，樋口（2010）168-170 ページを参照されたい。 
(17) 佐藤（1965）94-102 ページ。 
(18) 佐藤（1965）102 ページ。 
(19) 佐藤（1965）102-149 ページ。 
(20) 教育法令研究会編（1988a）2159-2161 ページ。 
(21) 2001（平成 13）年の義務標準法改正以降，学級編制に関する仕組みの弾力化の経緯やそれ
を受けた各自治体の対応については，小川（2006），青木（2013）を参照されたい。 
(22) 樋口（2010）170-171 ページ。 
(23) 前川（2002）184-199 ページ。 








て（報告）」）平成 12 年 5 月 19 日。 
(27)「今後の学級編制及び教職員定数の改善に関する教育関係団体ヒアリング」
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/hensei/005/1298060.htm （アクセス日：2015 年 1 月
24 日），「今後の学級編制及び教職員定数の改善に関する有識者ヒアリング」
http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/hensei/005/1298061.htm （アクセス日：2015 年 1 月
24 日） 
(28) 中央教育審議会初等中等教育分科会「今後の学級編制及び教職員定数の改善について（提





学級編制の標準を 30 人から 35 人に見直すべきとの意見が大勢を占め，国民からの意見募集で
も望ましい学級規模を 26～30 人とする意見が最も多かったことなどを取り上げていた。 
(29) http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/hensei/003/1348706.htm（アクセス日：2015 年 1 月
24 日） 
(30)「教育再生の実行に向けた教職員等指導体制の在り方等に関する検討会議 提言」（平成 26
年 8 月 28 日）http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/hensei/003/1351656.htm（アクセス
日：2014 年 1 月 24 日） 
(31) 平成 26 年第 9 回経済財政諮問会議（平成 26 年 5 月 27 日）議事要旨，伊藤元重・小林喜
光・佐々木則夫・高橋進「時代の変化に対応した教育のあり方について」 
(32) 財務省主計局「文教・科学技術関係資料」（平成 26 年 10 月 27 日 財政制度等審議会財政
制度分科会提出資料）。この財務省の主張に対しては，参議院文教科学委員会が与野党議員が


















教育法令研究会編（1988a）『教育法令コンメンタール第 6 巻 資格及び免許／定数』第一法規 
教育法令研究会編（1988b）『教育法令コンメンタール第 8 巻 教育財政』第一法規 






























































































区分 18’ 19’ 20’ 21’ 22’ 23’ 24’ 25' 26’
改善増 0人 0人 1,000人 800人 4,200人 2,300人 3,800人 800人 △10人
概算要求 1,000人 331人 7,121人 1,500人 5,500人 8,300人 7,000人 5,200人 3,800人



















































































































第 11章 韓国 
 
はじめに 











































育公務員法」第 30 条）。しかし，「教育公務員任用令」第 3 条第 5 項により，任命権は各広域市・
道の教育監に委任されているため，現行では教育監が所管する学校の教員を任用している。また，




















 公立学校に配置されている教職員は，その職種・身分などから，表 1 のように整理・区分でき
る。正規職の教員のほか，非正規教員（韓国語では「期間制教員」，「時間制教員」と呼ばれる），
行政職員，学校会計職員の 4 種類がある。 
 
表 1 公立学校教職員の分類 
職種 身分 職務内容 





行政職員 地方公務員 学校の行政事務やその他事務に従事する。 










いて定めた「国家公務員服務規程」第 10 条に基づき，2002 年 1 月に教育人的資源部（現教育部）
長官が発出した「各学校別の弾力的な勤務時間制施行の通報」により(1)，一日の総労働時間（8 時
間）を確保した上で，教育課程の運営に支障がない範囲内で教員の出退勤時間を調整することが
できることになった。例えば，午前 8 時 30 分出勤の場合は，午後 4 時 30 分が退勤時間となる。
なお，一人の教員が担当する授業時数について，特段の規定はないと思われる。2013 年 2 月に誕
生した朴槿恵政権は，教員の授業負担の基準を定める「標準授業時数制度」の導入を公約の一つ
に掲げ(2)，韓国教員団体総連合会（教員組合の一つ）もその導入を求める運動を展開しているが











  ３．特定の教科を一時的に担当する必要が生じる場合。 
  ４．教育公務員であった者の知識や経験を活用する必要がある場合」 
なお，パートタイムの非正規教員の場合は，週当たりの勤務時間が 6 時間以上 35 時間以下と
定められている（「教育公務員任用令」第 13 条第 2 項）。 
 
③行政職員 































図 1 児童生徒数の推移（1990～2011年） （単位：千人） 
 
 






























図 3 教員一人当たりの児童生徒数の推移（1990～2011年）（単位：人） 
 
 







表 2 小学校・中学校数の推移（2001～2013年） 
 2001年 2004年 2005年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 





























































































表注 「都市部」はソウル特別市と 6 広域市，及び京畿道。それ以外の地域は「非都市」に分類した。 
出所 教育部・韓国教育開発院『教育統計年報』各年度版から筆者作成。 
 
 教員数の変化について，過去 6 年間の詳細をみてみたい。表 3 によると，教員の総数は増加し
ているが，正規教員数は横ばいであり，教員増の内訳は非正規教員の増加であることが分かる。


























表 4 正規教員の休職者数の変化（2008～2013年）      
（単位：人） 
2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
小学校 7158 8269 9815 11720 13239 14757
中学校 3842 4341 4942 5872 6704 7160





 ところで，表 3 の法定定員に注目すると，小学校では正規教員数が定員を上回り，中学校では
逆に正規教員数が定員を下回る傾向が続いている。中学校教員の定員と正規教員の数を地域別に












2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
小学校 164,143 164,348 162,412 163,491 163,215 162,847
中学校 103,081 101,793 99,796 100,112 99,.383 100,292
小学校 169258 170195 171587 172180 173518 174635
中学校 101320 100146 99685 97966 96832 96548
小　計 270578 270341 271272 270146 270350 271183
小学校 2932 4873 5167 8443 7917 6950
中学校 7380 8929 9096 12692 14172 16142
小　計 10312 13802 14263 21135 22089 23092
小学校 390 522 1497 4567 4744 4733
中学校 463 754 2105 3874 4756 4747
小　計 853 1276 3602 8441 9500 9480
281743 285419 289137 299722 301939 303755
（270743） （272809） （274380） （282130） （281996） （281838）










表 5 中学校教員定数に対する正規教員の割合 
2009年 2010年 2011年 2012年 2013年
ソウル市 98.0 98.2 96.6 96.0 92.6
釜山市 94.9 95.3 95.2 94.7 93.8
大邱市 96.7 97.7 96.0 96.9 96.3
仁川市 101.0 100.8 99.0 101.1 99.4
光州市 97.2 96.8 93.8 93.5 91.1
大田市 99.4 100.9 97.9 97.4 96.7
蔚山市 96.5 97.1 94.0 94.1 93.9
京機道 100.4 100.5 100.6 100.2 99.2
江原道 100.8 101.1 100.4 99.4 99.9
忠北道 98.8 101.0 98.7 98.8 98.0
忠南道 98.7 98.7 98.2 95.7 95.5
全北道 99.1 101.3 98.8 100.0 100.6
全南道 98.5 129.7 99.3 98.7 98.0
慶北道 96.5 95.5 95.0 95.0 95.0
慶南道 96.5 96.8 97.9 96.1 94.9











表 6 学校行政職員（地方公務員）数の推移（2005～2013年） 
（単位：人） 
 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 
小学校 28,187 28,221 26,999 25,045 24,840 25,058 24,993 25,283 24,803 
中学校 9,370 9,607 9,590 9,584 9,608 9,654 9,605 9,724 9,553 
















表 7 小学校・中学校・高校における学校会計職員数（2011年） 
職 種 公 立 私 立 合 計 
栄養士 3,674 人 832 人 4,506 人 
調理師 5,620 人 778 人 6,398 人 
調理員 41,596 人 5,981 人 47,577 人 
保護者会職員 3,315 人 1,009 人 4,324 人 
事務・行政補助 4,511 人 654 人 5,165 人 
IT 補助 2,277 人 166 人 2,443 人 
教務補助 8,021 人 1,020 人 9,041 人 
理科実験補助 4,471 人 235 人 4,706 人 
司書 2,105 人 230 人 2,335 人 
特別支援教育補助 5,249 人 833 人 6,082 人 
その他 33,497 人 4,382 人 37,879 人 
合 計 114,336人 16,120人 130,456人 
出所 教育科学技術部「初等中等学校会計職員の雇用安定及び待遇改善プラン」2011 年 11 月。 
 
３．学級規模の決定の仕組み 
 初等中等教育段階の各学校の学級編制基準は，「初等中等教育法施行令」第 51 条で，「学校の
学級数及び 1 学級当たりの児童生徒数は教育監が定める」とされており，法的根拠を持つ全国統




 全国 17 の地方の教育監は，「初等中等教育法施行令」第 51 条に基づき，所管する地域の学校
の学級編制基準を毎年定めている。例えば，京畿道（首都圏を構成する広域自治体の一つ）の 2014
年度基準は，「小学校の 1 学級当たりの児童数は 32 人」，また「中学校の 1 学級当たりの生徒数
は 37 人」と定めている。また人口密度が低い江原道（韓国北東部に位置する広域自治体）の場合
は，2014 年度基準として「小学校の 1 学級当たりの児童数は，都市部で 30 人，非都市部で 24
人」，また「中学校の 1 学級当たりの生徒数は，都市部で 32 人，非都市部で 30 人」と定めてい
る。全国の学級規模の平均は，教育部の統計によると，表 8 のとおりである。 
 
表 8 1学級当たりの児童生徒数（2010～2013年） 
 2010年 2011年 2012年 2013年 
小 学 校 26.6 人 25.5 人 24.3 人 23.2 人 









人）。しかし，教員の定数はこれに含まれず（同令第 2 条第 2 項），現行では「国立の各級学校に
置く公務員の定員に関する規定」及び「地方教育行政機関及び公立の各級学校に置く国家公務員
の定員に関する規定」（いずれも大統領令）によって定められている。2013 年度の教員定数は，
表 9 のとおりである。 
 
表 9 公立各級学校の教員定員（2013年度） 












































合 計   324,973人 






















     広域市・道別の公立小学校生徒数÷地域群別教員一人当たりの生徒数 
（参考 2）地域群別教員一人当たりの生徒数の計算式 
     教員一人当たりの全国平均生徒数＋当該広域市・道が属する地域群の補正指数 
（参考 3）教員一人当たりの全国平均生徒数の計算式 
     前年度 4 月 1 日基準の全公立小学校生徒数÷公立小学校教員の全定員 
（参考 4）地域群別の補正指数 










補正指数 ＋2.7 人 ＋0.7 人 －1.0 人 －2.0 人 －3.0 人 









     広域市・道別の公立中学・高校生徒数÷地域群別教員一人当たりの生徒数 
（参考 2）地域群別教員一人当たりの生徒数の計算式 
     教員一人当たりの全国平均生徒数＋当該広域市・道が属する地域群の補正指数 
（参考 3）教員一人当たりの全国平均生徒数の計算式 
     前年度 4 月 1 日基準の全公立中学・高校生徒数÷公立中学・高校教員の全定員 
（参考 4）地域群別の補正指数 










補正指数 ＋2.2 人 ＋0.7 人 －0.3 人 －1.0 人 －3.5 人 














   特別支援学校教員一人当たりの特別支援教育対象の児童生徒数＋当該広域市・道が属する
地域群の補正指数 
（参考 3）特別支援学校教員一人当たりの特別支援教育対象の児童生徒数の計算式 






























 上述の職員の定員については，「地方教育自治に関する法律」第 33 条（公務員の配置）や「地
方教育行政機関の行政機構と定員基準等に関する規定」第 15 条（定員の管理）及び第 20 条（定
員の規定）に基づき，広域市・道が定める条例によって定められる。各地方が定員を定めるに当
たっての一般的な基準について，「地方教育行政機関の行政機構と定員基準等に関する規定」第


















会の事務所に 10 人，教育庁（本庁）に 1,563 人，教育支援庁（教育庁の出先機関）に 985 人，









させているとされる(10)。例えば，京畿道教育庁は表 10 のような基準を教育庁内で定めている。 
 
表 10 京畿道教育庁の学校会計職職種別配置基準（2010年） 
職 種 配置基準 
教務補助員，行政補助員，
保護者会職員 
・小学校：23 学級以下一人，24 学級以上二人 








司書 30 学級以下の小規模学校に優先的に配置 
社会福祉士 各学校の学校運営委員会の審議を経て要請を受けた教育支援庁（教育庁の出先機関）が，
採用及び配置（関連分野の専門家を 2～3 人の地域別チームを構成） 
特別支援教育補助員 対象児童・生徒の選定基準に基づき，特別支援教育委員会で配置校を決定 
















 韓国は従来国民の教育熱が高く，小学校の就学率は 1960年には 95.3％に達していたものの(11)，
朝鮮戦争後の 1950 年代において韓国の財政は最貧国レベルであり，教育環境は劣悪であった。
例えば，1970 年代の初等学校 1 学級当たりの児童数は 60 人を超え，しかも都市部では 2 部制，
3 部制が採られていた(12)。こうした「もやし学級」（「すし詰め」の学級のこと）と呼ばれた学校
の教育環境も，経済の発展とともに教育予算が増大することで，漸次改善されていった。それで
もなお，1990 年当時，小学校の 1 学級当たりの児童生徒数は 41.4 人，中学校では 50.2 人であっ
た(13)。 
 こうした中，2000 年から段階的な導入が始まった新カリキュラム「第 7 次教育課程」を機に，




 2001 年 7 月 20 日に発表された「知識情報化社会に応じた教育環境改善推進計画」（通称，「7・
20 教育環境改善推進計画」）は，学校や学級の新設・増設を通して教育環境の改善を図るため，
2001 年から 2004 年までの 4 年間で総額 13 兆 4000 億ウォン（約 1 兆 3400 億円，100 ウォン＝
10 円で換算）を投入した大規模な教育インフラ整備事業であった。 
 事業による学級数の増加は，当然，教員の増員を必要とした。教育人的資源部の計画によると，



































学力調査(17)を悉皆（しっかい）調査に改め，全国全ての小学校 6 年生と中学校 3 年生，高校 1 年









 キャリア教育は，「国家人的資源開発基本計画」（第 1 次計画：2001 年，第 2 次計画：2005 年）
や「生涯進路開発の活性化 5 か年計画」（2006 年）など，2000 年代以降の中長期計画で頻繁に取
り上げられるようになったが，学校教育現場で本格的な取組が始まったのは李明博政権期である。












































では大統領選挙の公約にも盛り込まれた。2013 年 2 月に就任した朴槿恵大統領は，2012 年末の
大統領選において，「2017 年までに教員一人当たりの児童生徒数を OECD 上位国レベルに改善」，















表 11 教員の週当たり授業時数の変化（1999～2011年） 
小学校 中学校 高校
1999 24.3 18.1 15.9
2000 25.2 18.4 15.9
2005 26.8 20.0 17.6
2006 26.3 18.8 17.4
2007 25.9 19.6 17.4
2008 25.7 19.7 17.5
2009 25.5 19.7 17.5
2010 24.8 20.0 17.9












表 12 地域別の非正規教員（フルタイム）数（小学校）（2003年 9月現在） 
地域 非正規教員数 地域 非正規教員数 
釜山広域市 168 人 忠清北道 127 人 
大邱広域市 141 人 忠清南道 1,261 人 
仁川広域市 116 人 全羅北道 101 人 
光州広域市 211 人 全羅南道 166 人 
蔚山広域市 160 人 慶尚北道 256 人 
京畿道 995 人 慶尚南道 473 人 
江原道 107 人 済州特別自治道 4 人 




 「7・20 教育環境改善推進計画」の推進の結果，同事業期間を通して 1 学級当たりの児童生徒
数が大きく減少した。こうした学級規模の縮小の効果を調査したのが，ジャン・スミョンの『学
級規模の教育財政・経済的分析』（KEDI，2003 年）である。同調査は，2002 年から 2003 年に
かけて学級規模の縮小を経験した高校の教員を対象としたものである。これによると，「生徒の管
理及び生活指導」については，学級規模の縮小が 6 人以下の場合は 88.3％，縮小が 6 人以上 10
人以下の場合は 92.3％，また縮小が 11 人以上の場合も 92.3％の教員が，肯定的な効果があった
と回答している。同様に，「授業指導」については，6 人以下の縮小では 84.3％，6 人以上 10 人
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 それでもなお，教育環境をめぐる指標が OECD 平均に達していないことを政府は憂慮してい
る。教育環境の改善を掲げる朴槿恵大統領の公約を受け，教育部はその 2013 年度計画において，
2020 年までに 1 学級当たりの児童生徒数を小学校で 21.0 人，中学校で 23.0 人とし（2010 年当
時の OECD 平均は小学校 21.2 人，中学校 23.4 人），また教員一人当たりの児童生徒数を小学校
で 15.9 人，中学校で 13.7 人とすることを目標に定めている（2010 年当時の OECD 平均は小学
校 15.9 人，中学校 13.7 人）。 
 
表 13 学級規模の変化（2002～2010年） 
年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 
韓国 
小 35.7 人 34.7 人 33.6 人 32.6 人 31.6 人 31.0 人 30.0 人 28.6 人 26.3 人 
中 37.1 人 35.2 人 35.5 人 35.7 人 35.8 人 35.6 人 35.3 人 35.1 人 34.0 人 
日本 
小 28.8 人 28.6 人 28.6 人 28.4 人 28.3 人 28.2 人 28.1 人 28.0 人 27.9 人 
中 34.3 人 34.0 人 33.8 人 33.5 人 33.3 人 33.2 人 33.2 人 33.0 人 32.7 人 
OECD 
平均 
小 21.8 人 21.6 人 21.4 人 21.5 人 21.5 人 21.4 人 21.6 人 21.4 人 21.2 人 






















































































(1) 2002 年以前の教員の勤務時間は，昼休みが有給であるため，9:00～17:00 と定められてい
た。 
(2) 朴槿恵候補政策公約集（http://www.park2013.com，2012 年 12 月閲覧） 
(3) 韓国教育新聞 2014 年 2 月 17 日付。 
(4) 松本麻人「第 6 章 韓国における学校サポートスタッフ」『Co-teaching スタッフや外部人材
を生かした学校組織開発と教職員組織の在り方に関する総合的研究（外国研究班）最終報告
書』2013 年，98～99 ページ。 




子「韓国における少子化とその政策対応」『人口問題研究』第 68 巻第 3 号，2012 年 9 月，36-
38 ページ）。 
(7) 教育科学技術部記事解説，2012 年 10 月 9 日付。 
(8) 韓国の公務員の等級は，数字が小さいほど高級になる（1 級が最上級）。 
(9) キム・インジェ「学校会計職員の勤労関係の争点と雇用安定方案」『労働法研究』第 31 号，




(10) 同前書，270 ページ。 
(11) 呉天鍚『韓国新教育史』現代教育叢書出版社，1964 年，377 ページ（ただし，馬越徹『現
代韓国教育研究』高麗書林，1981 年，46 ページから再引用）。 
(12) 馬越徹，前掲書，55 ページ。 
(13) 教育科学技術部・韓国教育開発院『2008 教育統計分析資料集』2008 年，61 ページ。 
(14) 申鉉奭，前掲書，119 ページ。 
(15) 教育人的資源部「英語教育活性化 5 か年（2006～2010 年）総合対策」2005 年 5 月。 
(16) 2012 年 10 月 16 日付教育科学技術部報道資料。 
(17) 1998 年から毎年実施されている。その対象学年や対象教科はしばしば変更されており，
2013 年度調査からは，中学校第 3 学年と高校第 2 学年を対象に悉皆調査を行っている。教科
は，韓国語，数学，英語の 3 教科であるが，中学校 3 年生ではこれらに加え，社会と科学を抽
出で調査する。 
(18)「正教師」資格は 1 級と 2 級に区分され，教育大学や教員養成学部の卒業者が取得できるの
は「2 級正教師」資格である。「1 級正教師」資格は，2 級資格を持つ者が教育大学院（現職
教員を対象とする継続教育・訓練機関としての性格が強い大学院）で修士学位を取ることなど
により取得できる。 
(19) 大韓民国政府「第 2 次国家人的資源開発基本計画（2006～2010 年）」（2005 年 12 月）や教
育科学技術部「高等教育財政投資 10 か年基本計画（2011～2020 年）」（2010 年 11 月）など。 
(20) 同前書，236～237 ページ。 
(21) ジャン・スミョン『学級規模の教育財政・経済的分析』韓国教育開発院，2003 年，110 ペ
ージ。 
(22) 例えば，ホン・ヤンヒほか「学級当たりの児童生徒数削減政策の事例の分析」『社会科学論
叢』第 26 集第 2 号，2004 年，238～242 ページ。 








第 32 巻第 2 号，2005 年，81～105 ページ。 
馬越徹『現代韓国教育研究』高麗書林，1981 年，55 ページ。 
韓国教育開発院「教員受給計画の樹立研究（2003～2015）」2002 年。 
教育科学技術部（研究責任者チョン・セヨン）『教員総額人件費制度導入に関する研究：教員標準
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